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新しい組織論
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　本号で取り上げているDecision Driven 

Organization（DDO）という考え方は、一言で

いえば、自社の業績に大きな影響を与える意

思決定が適切に下され、迅速に実行に移され

ることを主目的として、組織の構造、人材の配

置、運営方法を考え直しましょう、ということで

す。ベインがこうした提言をまとめた根拠は、

以下の3点に集約されます。

1） 意思決定の有効性と業績には、統計的に

見て高い相関関係がある

2）　継続的に優れた業績を上げている企業

には、収益に大きな影響を及ぼす意思

決定が組織体として有効に下されること

を目的として組織が設計・運営されてい

るという共通点がある

3）　一方、多くの企業において組織の構造

は、かなり複雑化している。これまでの

「ハコ」の並べ方や、それぞれの「ハコ」

の主従関係を決めるような構造ありきの

やり方は限界に達しており、いずれにし

ても何らかの代替アプローチが必要な

状況にあった

　本ニュースレターでは、まずDe c i s i o n 

Driven Organizationのより詳しい考え方、

背景、関連する分析、DDOのアプローチの具

体的な導入のやり方などをまとめています。

その後の「日本企業のトランスフォーメーショ

ンのための組織改善と意思決定」において

は、これまでのベインのコンサルティングの経

験や、多くのマネジメントの方との議論に基

づいて、日本の企業にとっての課題やそれら

に対する解決策のヒントを考察しています。

　皆様もご存じの通り、これまでの組織論は、

「戦略は組織に従うのか？あるいはその逆な

のか？」というような議論に代表されるように、

ともすれば組織というものを独立したテーマ

としてとらえたものが多く、その結果、具体的

な業績改善への貢献という点からは少し乖

離していたきらいもありました。今回のご提言

は、「収益に大きな影響を及ぼす意思決定」は

企業戦略から導出されるものだ、という観点

に立てば、戦略、組織（構造だけでなく、人材

配置、事業の運営のやり方も含む）、業績とい

う３つのテーマが、意思決定という要素を中

心に介在させて有機的に結合するような考え

方の端緒という見方もできるかと思います。

　日本企業で「収益に大きな影響を及ぼす意

思決定」といった場合、どちらかというとリスク

の発生を未然に防ぐ、あるいは起きてしまっ

たリスクの影響を最小化する仕組みという意

味でのガバナンスという側面に焦点が当たり

すぎていたように思います。今後は、こうした

リスクマネジメントも重要であることは当然で

すが、新たな収益獲得の潜在的なチャンスに

対して、中庸な意思決定を下すのではなく、

「絶対だめ」とするか、尻込みしている現場に

対してリスク対応の知恵やヒントを授けて「何

としてでもやる」というような旗色鮮明な意思

決定を下すことの重要性が増すことは明白で

す。更に付け加えれば、こうした意思決定の対

象の多くが、過去のものとは非連続的な要素

つものが多くなるであろうこと、またその中で

も単なる私企業としての業績のみを物差しと

するのではなく、社会の公器としてどう振る舞

うべきかといった要素までが物差しに入って

くる可能性を考えますと、戦略、組織、業績の

結合剤としてのみならず、意思決定そのものの

改善に真正面から取り組むことの重要性は極

めて大きいのではないかと思います。

　私どもとしましては、こうした問題意識に立

ち、今回のご提言を、より皆様のお役に立てる

ものとすべく、今後も研究を重ねる予定です。

皆様からのご批判、ご意見、ご提案をお待ち

申し上げます。

牧岡  宏
ベイン・アンド・カンパニー・ジャパン
パートナー 

パートナー兼、組織プラクティスの日本におけるリーダー。近年は産業財・エネル
ギー、消費財・流通の両分野で、M&A、PMI、企業再建等のテーマに取り組んでいる。

戦略

業績 組織

意思決定
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極めて困難であった重要な意思決定をより効

果的かつ迅速に行うことが可能になった。実

施された再編は実に理にかなっており、

フォードが2010年の初頭に収益性を回復す

る重要な一因となった。

②組織のどこで意思決定が下されるべきかを

判断する

　どのような意思決定が不可欠なものである

かを特定し、分類したなら、それらの意思決定

が組織のどこでなされるべきかを見つけ出す

作業に移ろう。この作業では、規模が決定的

なファクターとなる意思決定は何か、事業ユ

ニットや機能ユニットに委ねるべき意思決定

はどれか、多数の事業間における統一や協調

を必要とする意思決定はどれか、といった点

が検証される。

　意思決定の中には容易に担当を決められる

ものがある。例えば大規模な資金配分の意思

決定は、経営幹部が全社的なポートフォリオ

戦略を立案・実行できるようコーポレート・セ

ンターが担うのが最適である。一方、製品や顧

客、販売チャネルなどの複雑なトレード・オフ

を伴う意思決定は、その割り当てが相当難し

い。例えば価格に関する意思決定は顧客セグ

メントやチャネルにわたって調整が必要であ

り、製品に関する意思決定は企業内外両方か

らの観点を考慮しなくてはならない。多くの異

なる製品やサービスを持つ企業では、意思決

定自体も決断を下すべき部門も組織の中で

非常に多様である場合が多い。

　

③価値の源泉を軸として全体構造を構築する

　組織が複雑な場合には必ず、重大な意思決

定とその実行に関する役割と責任を明確化す

るために、管理可能な小組織に分割しなけれ

図表 5：フォード社 ‒ the critical decisions on a page

ばならない。自社にとって何が重要な意思決

定かを判断するよい方法は、会社の価値の源

泉に着目し、それを軸として全体の組織を構

築することだ。

④意思決定者の必要権限レベルを決定する

　ほとんどの組織再編において、この段階で

は担当範囲の割り振りと定められた指揮系統

を持つ階層構造の設計に専念する。しかしこ

のアプローチも意思決定をテーマとした分析

を行ってないがために見当違いのものとなっ

てしまう。実際、担当分野が焦点になると、大

抵は駆け引きが横行することになる。押しの

強いマネージャーが実際には手にすべきでな

い決定権を握る一方で、押しの弱いマネー

ジャーは本来手にすべき権利を譲り渡してし

まう。その結果、下すべき意思決定に比べ広

すぎる、あるいは狭すぎる責任範囲が割り振

られることとなる。責任範囲が広すぎると、監

督が不十分になり、アカウンタビリティが限定

されてしまい、狭すぎる場合には、不必要な階

層―多すぎる監視役と少なすぎる実行者―

が作り出され、マイクロ・マネジメントが助長

されかねない。意思決定を中心とする組織再

編において適切な判断と効果的な実行を望

むのであれば、意思決定者に必要な権限は何

であるかを、その者の組織内の地にかかわら

ず決定することが課題となる。

　ここで有効となるのが、意思決定プロセス

における役割と権限を構造化した、RAPID®

と呼ばれるフレームワークである（図表6）。

RAPIDとは、意思決定プロセスをRecom-

m e n d（起案する）、A g r e e（合意する）、

Per form（実行する）、Input（助言する）、

Decide（決定する）という5つの役割に分け、

その頭文字をとって名付けた考え方である。

ローン仕入先 フォード社 販社先進技術 “顧客”欧
州

APAC

米州

インフラ／チーム

ブランド

●  新しい自動車技
術の何に投資す
べきか?

●  いかにしてチームとしてより効率的に働くことができるか?
●  One Ford戦略を支えるグローバルなインフラを構築するためにはどのような投資を行うべきか?
●  B/Sを強化するためにどのような手を打つべきか?

●  どのように仕入
先の統合・安定
化を推進するか?

●  どのように世界
市場でのシェア
を向上するか?

●  フォードの
ポートフォリ
オに残すべ
きブランド
はどれか?

●  販社網をどの
ように（いかに
迅速に）統合・
強化するか?

●  収益を伴う売
上を支えるた
めの自動車ロ
ーンを（妥当
なコストで）ど
のように提供
するか?

●  ターゲット顧客
セグメ ントでの 
シェア拡大を推
進するための優
先施策は何か?

図表 6：RAPID® ‒ 意思決定の役割を明確化するためのシンプルかつ有効なツール

RAPID®はベイン・アンド・カンパニーの登録商標です

DecideInput

Perform

Recommend

Agree

Recommendationに
情報（Input）を提供する
●  参考にされなければならない

が、必ずしも従う必要はない

最終決定を下す
●  “組織の（決定事項の） 

実行に責任を持つ”

推奨に対して正式に合意
（Agree）する

●  参考にされなければならず、
無視されてはならない

一度決定された事項の実行
（Perform）に対して説明責
任を負う

意思決定や実行を推奨
 （Recommend）する
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なぜ今、意思決定か

　組織課題が、多くの日本企業の業績改善の

ために残された大きなレバーのひとつであり、

重要な今日的課題であることは、多くの論を

待たない事実であろう。本ニュースレター

「Results」第5号でも述べたように、企業の本

格的な革新、あるいはトランスフォーメーショ

ンのためには、

（1）　勝ちに行く戦略の策定＝コアの厳密な

定義並びに選択と集中の徹底

（2）　オペレーション効率の極大化

（3）　戦略を徹底的に実行する組織体制の

構築

（4）　戦略の実施を支える最適な財務体質の

構築

という4つの柱を、包括的かつ整合性の取れ

たかたちで、トップの強いリーダーシップのも

と2～3年でやりきることが求められるが（図

表7）、このうち（1）の戦略と並んで、日本企業

の経営改革事例で必ずしもうまくいっていな

いのが、（3）の組織である。

　実際に、我々のクライアントからも、組織課

題についてのご相談をいただくことは多い。

そしてそれらには、いくつかの共通したテーマ

が存在する。すなわち、
●　グループ・ガバナンスのあるべき姿：ホー

ルディングス体制の是非、親子会社関係

のあるべき姿など
●　イノベーションや成長、買収企業の統合

などの戦略目的のための予算、評価・人

事権の配分
●　ボトムアップとトップダウンのバランス

といったテーマである。しかしながら、いずれも、

組織体におけるレポーティングラインや権限の

配分、チェック・アンド・バランスという意思決

定の外形的仕組みからの議論が多く、意思決

定をいかに上手く行うか、という一見明白な課

題は、なかなかテーマとして挙がってはこない。

　しかしながら、こうした組織課題がクローズ

アップされる背景について、クライアント企業

のトップの方々にお話を伺っていると、日本企

業に特有の意思決定のあり方に伴う課題が、

逆に浮かび上がってくる。まず、日本企業の伝

統的な意思決定のあり方・特徴が挙げられる。

すなわち、同質な人・集団が参画し、右肩上が

りの市場が前提とされるなか、日本企業の意

思決定では、企業価値や収益以外の多様な

ファクターが重視されてきたように思われる。

　コンサルタントとして企業の日常の意思決

定に立ち会う場合も多いが、そこでの意思決

定を観察していて、日本企業に共通する事例

を挙げてみよう。例えば、かなりオペレーショ

ンの詳細に入った所まで、トップマネジメント

を巻き込んだ議論が行われている所も一つ

の特色であるが、更に印象的なのは、意思決

定を行うために真に必要な課題を議論してい

るのは、意思決定に費やされるトータルな時

間の一部の時間で、それ以外の時間は、意思

決定に参加している幹部の問題意識のすり合

わせや、意思決定によってマイナスの影響を

受ける人間への配慮のための議論に時間を

使っているケースも多い。これは一見、非効率

な意思決定のように思われるが、右肩上がり

の市場においては、実は意味ある意思決定の

あり方であったかもしれない。意思決定自体

に時間がかかっても、意思決定を行った段階

では、実施に関与する当該者の意識のすり合

わせは終わっており、一気に実行に向かって

いくことが可能となり、最終的には優れた結果

をもたらすことができるという訳である。しか

しながら、後述のように市場に非連続な変化

が起こりつつあるとき、こうした意思決定のや

り方がもたらす時間の非効率は致命傷にもな

りうる。

　これ以外にも、自らの力の誇示、問題が生じ

た場合の責任回避余地の確保等々、本来の目

的とは異なる力学で意思決定が行われてい

るケースも多い。

　こうした意思決定のあり方に多くの企業は

問題を感じ、これを是正するために、さまざま

な意思決定のあり方の見直しを行っている。

それは主として意思決定プロセス、レポー

ティングラインの明示化、決裁権限の整備

等々の意思決定に関連する外形上の仕組み

の整備であり、企業構造の複雑化、グローバ

ル化、コンプライアンスの重視などにより、こ

れは更に高度化、複雑化したと思われる。しか

しながら、前述したような意思決定の癖は実

態として変わっていないために、「例外」が連

発されて基準が有名無実化する、本当に重要

な意思決定や情報が組織の途中で隠避され、

コミュニケーションに漏れ・遅れが生じる、あ

るいは仕組みや基準が言い訳に使われ、組

織の活力が低下する。そしてこうした状況を

前に、企業トップの方々は、ガバナンスのあり

方や予算配分といった仕組みのどこに課題が

あるのかと再度、外形的な仕組みに目を向け

ているように思われる。

　一方で、こうした日本企業特有の課題とは

別に、企業経営環境の潮流として、我々が看過

できない環境変化がある。すなわち、多くの事

業において市場のプロフィットプールが変化

し、競合の顔触れがかわり、競争のルールが

変化している、という事実である。先進国から

新興国、モノからサービスへの市場のシフトと、

日本企業のトランスフォーメーションのための組織改善と意思決定

図表 7：トランスフォーメーションのフレームワーク

勝ちに行く戦略の策定
オペレーション効率

の極大化
戦略を徹底的に実行する
組織体制の構築

戦略の実施を支える
最適な財務体質の構築

会社のフルポテンシャル実現のために不可欠な施策
ビジョン・ミッション定義／到達目標設定

1 2 3 4

●  コア事業の正しい定義づけ
●  コア事業の戦略目標の設定
-  ターゲット市場及び顧客層の
絞り込み
-  財務・業務・シェア目標の設定

●　戦略実行計画立案
-  コア事業を軸とした成長戦略
-  ノンコア事業の売却／ 撤退

●　M&A機会の検討
-  戦略ポートフォリオの見直しを
継続的に実行 （買収・売却等）

●  事業資産の最適化
-  設備・資産の稼働率最大化
-  在庫最適化

●  コスト構造の最適化
-  事業プロセスの改善や営業
人員の生産性向上、間接部門
の合理化等

●  売上管理の最適化
-  商品・サービスの市場浸透
促進
-  顧客ロイヤルティ向上

●  ITによる業務効率改善

●  リーダーシップの強化
●  責任の所在の明確化
-  企業価値向上に影響を与える
各ドライバーに紐ついた組織
体制の構築等

●  有能な人材の育成
-  人材育成システムの構築、
業績連動報酬の徹底等

●  再現可能な「勝ちパターン」
構築

●  勝者のメンタリティー醸成

●  財務構造の最適化
-  キャッシュマネジメント
最適化

●  バランスシートの厳格管理
-  不要・遊休資産の売却、運転
資金の削減等

●  経営状況モニタリング
-  アナリストとの関係の構築
-  バランス・スコアカードと
ダッシュボードの導入

2～3年の短期間でのトランスフォーメーション施策実行

火浦 俊彦
ベイン・アンド・カンパニー
東京オフィス
マネージング パートナー

牧岡 宏
ベイン・アンド・カンパニー
東京オフィス
パートナー

ジェームス・ルート
ベイン・アンド・カンパニー
香港オフィス
パートナー

奥野 慎太郎
ベイン・アンド・カンパニー
東京オフィス
マネージャー
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中国に代表される新興国企業などの従来の

常識と異なる競合の出現は、多くの日本企業

の目下最大の課題であろう。そしてこうした状

況の変化は、前述のような日本企業特有の意

思決定上のファクターを残す余地を奪い、ま

た従来型のガバナンスや権限規定の議論の

有効性を減じさせる。市場が複雑化・不確実

化し、扱うべき情報が多様化する中で、意思

決定の目的関数まで多種多様であっては、企

業価値・収益の確保・成長は極めて難しい。ま

た、ガバナンスや権限規定は、比較的事業環

境や意思決定すべきことが過去の経験から

予測できる環境下で、間違った判断や暴走を

抑止するためのリスク対応型の議論であり、

先例が通用しにくい非連続的な意思決定を

求められる状況では必ずしも有効ではない。

市場や競争ルールの変化が激しい環境下で

は、将来の成功に向けて必要な意思決定項目

を絞り込み、過去の経験ではなく、将来の兆候

となる情報を収集して、適切な人間が適切な

意思決定を行える体制づくりが重要であろう。

　また、M&A等を通じた組織の非連続的なグ

ローバル化、経営陣・社員の多様化により、従

来日本企業の中で重んじられてきた文化や意

思決定上の多様なファクターが、実は必ずし

も組織の中で圧倒的多数の支持を得られて

いない場合もあるのではないか。

　こうした中で今、日本企業の意思決定の有

効性が、改めて問われている、というのが、

我々の問題意識である。前項（「Dec i s i on 

Driven Organizationとは？」）で紹介された

世界760社を対象にしたベインの調査では、

日本企業についても約120社にご協力いただ

いた（図表8）。その結果、先に挙げた定義に

よる意思決定有効性のスコアは、日本企業が

グローバルな競合に比べて大きく見劣りす

る、という結果が得られた（図表9）。リスク対応

型・先例重視型の仕組みの限界、あるいは逆

に、「Judgment」や「決断」という美名のもと

にトップが独断と偏見で決定することの弊害、

助長する事なかれ主義的なスタッフの問題

が、知らず知らずのうちに日本企業とグローバ

ルな競合の意思決定力に大きなギャップを生

じさせてしまったのではないか。市場や競争

ルールの変化が激しく、情報が限られた中で

も、鍵となる情報を効果的に収集し、最も確か

らしい意思決定を行うこと、そしてそれを継続

的に行う仕組みを構築することが、日本企業

にとって極めて重要な課題なのではないか。

有効な意思決定のための8つの鍵

 以上のような問題意識のもと、ベイン東京オ

フィスのクライアントや、ベイングローバル組

織プラクティスグループの協力を得て、有効

な意思決定により企業価値を向上させたいく

つかのケーススタディの研究を行った。その

結果、前項で紹介された「意思決定を中心と

する組織再編の6つのステップ」に関連し、日

本企業が意思決定の質・スピード・歩留り・労

力を改善し、意思決定有効性を向上するため

に、8つの鍵が存在するという仮説を得た（図

表10）。以下にそれぞれ例をまじえながらご

紹介したい。

①戦略とリンクした重要な意思決定事項の明

確化

　まず、前項で紹介された「意思決定の診断」

でも最初に掲げられたように、重要な意思決

定事項を明確化することが不可欠である。そ

こで紹介されたフォードの「Decision on a 

page」は象徴的であるが、組織の戦略が何で

あるか、それを達成するために重要な意思決

定が何であるかを組織全体で明確に共有する

図表 8：ベイン組織有効性調査の回答企業内訳

図表 9：日本企業は労力を除くすべての要素で意思決定有効性のスコアが低い
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なく、共通の目的に向かって一体で動くうえで

功を奏したという。

④マインドセットの適切さによる人材の登用・

配置

 前項のステップ4では、「意思決定者の必要

権限レベルを決定する」とされたが、日本企業

の場合はこうした権限レベルに加えて、正しい

基準での人選・人事も、それと同等かそれ以

上に重要であろう。一つ目の基準は、取り組も

うとする課題、戦略、意思決定に対するマイン

ドセットの適切さである。

　本項前半に述べたような、先例の通用しに

くい非連続的な意思決定が求められる場合

に、「当社のやり方では…」「この業界では…」

という間違った意味での組織の論理を振りか

ざす人は、意思決定者として適切ではなかろ

う。あるいは、中国等の新興国市場の戦略を

考え、意思決定する際に、成熟市場の発想に

拘泥している人物は、適材ではないであろう。

　前項でも取り上げたUDトラックスの組織再

編では、トラック販売後のアフターサービス収

益を最大化する、という戦略目標とそのため

の意思決定のために、統合販社のトップには

アフターサービス志向の強い方が選ばれた。

今までのやり方ではなく、これからの戦略・や

り方、これからの業界構造に適したマインド

セットを重視した人選の好例といえよう。

⑤意思決定の能力・経験による人材の登用・

配置、そのための教育

　もう一つの人選上の重要な基準は、意思決

定の能力・経験であろう。これは日本企業に

限った現象ではないかもしれないが、従来の

人事・人選においては、業界経験や執行能力、

過去の業績、人望などが重視されてきた。しか

しながら、より不確実性の高い非連続的な意

思決定を迫られる環境下で幹部の資質として

重視されるべきなのは、まさにそうした条件下

での意思決定の能力・経験ではないだろうか。

こうした評価軸から自社の人材を把握し、育

成・獲得することは、極めて重要な課題である

と思われる。次世代の幹部候補を早期に特定

し、子会社等で事業の経験を積ませる、などの

人事施策を採用する企業が増えているが、そ

こでも重要な意思決定項目を特定し、権限を

与えて、意思決定の経験を積ませることが重

要であろう。

　あるいは、より短期的には、そうした能力・

人材を社外に求める、というアプローチもあり

うるだろう。大手製薬メーカーのGSKでは、医

薬品の開発プロジェクトへの投資意思決定に

際して、Drug Discovery Investment Board

（DDIB）と呼ばれる意思決定機関に、「ハイリ

スク・ハイリターンの事業投資判断」という意

思決定のプロとして、社外のベンチャーキャピ

タリストを招いている。またこうした仕組みを

導入することでGSKでは、社内と社外の視点、

サイエンスとビジネスの観点をバランスさせた

投資判断が可能になった。また社内の開発案

件のみならず、社外の開発案件についても同

様に幅広く評価することが可能になったという。

⑥意思決定の支援ツールの整備

　前項のステップ5において、「インセンティブ、

情報フロー、プロセスなどの組織システムの

要素と意思決定に関する要素を結合する」と

いう点をご紹介したが、意思決定を促す正し

い情報が正しい場でバイアスなく討議される

ための仕組みというのは、極めて重要である。

　これに関する事例では、Olamという、シン

ガポールに本社をおく農産物商社のケースス

タディが面白い。1989年創業の同社は20年

で売上高5,000億円、60カ国に展開するなど、

差別化の困難なコモディティ・トレーディング

事業において短期間で高度な成長を実現し

たことで知られる。その同社が高成長とコア

商材領域での高いシェアを継続できた大きな

要因の一つに、絞り込まれたKPIの緻密かつ

継続的なモニタリングがあった。すなわち、商

材別に投下された資金が最も高い効率で運

用されていることを検証するために、リスク補

正後投下資本利益率が週次でモニタリングさ

れ、これを可能にするシステムが構築されて

いることが、同社が継続的に正しい意思決定

をスピーディーに行うことを可能にしていた

のである。

　正しい情報が、正しいタイミングと頻度で、

正しいメンバーにインプットされる仕組み。こ

れは意思決定の質・スピードを高める極めて

強力なインフラといえよう。

⑦意思決定における判断基準の明確化

　正しい情報が正しいタイミングと頻度でイ

ンプットされる仕組みに加えて、もう一つ重要

なインフラが、明確で共有化された意思決定

の基準である。10年以上前から、多くの日本

企業においても事業投資等に一定の数値基

準を設ける試みがなされてきた。しかしなが

ら、過度に一律的な基準の運用を行ったり、あ

るいは逆に関係者への配慮から不透明な運

用を行ったりという例が頻発し、「そもそも基

準を設けても機能しない」という極端な意見も、

日々のコンサルティングの中で少なからず聞

かれる。一方で、組織内で一定の意思決定の

基準が本質的に共有されていることは、意思

決定の透明性・迅速性を高め、決断だけでな

く起案やインプットの質の向上にもつながる

だろう。特に、あくまで一般論であるが、多数

決が実質的に機能せず、「全員一致を旨とす

る」文化が暗黙的に支配していることが多い

日本の取締役会等の意思決定機構において

は、イエス、ノーのいずれの結論も導かれず

時間ばかり費やされるか、何となく大衆迎合

的に物事が決まるリスクが高い。そうした環境

を踏まえ、重要な意思決定事項について幹部

が明確にノーといえる基準を明確にしておく

ことは、極めて重要であろう。GSKがベン

チャーキャピタリストを活用した例のように、

社外のタフな意見を投入する仕組みを設け

ることも、有効な手段の一つであろう。

⑧質の高い起案の生成を担保する仕組みづ

くり

　意思決定、というと、文字通り決定（D）する

機能・能力のみが論点になりがちであるが、

RAPID®のコンセプトが示すように、意思決

定のプロセスは起案（R）から始まり、起案の

質と量が意思決定の質・スピードを大きく左

右する。また、決定権限者に質の高い議案が

上がってくるためには、起案に質の高い助言

（I）が加えられることも重要であろう。前項で

も、6つのステップの最後に「マネージャーが

迅速かつ効果的な意思決定とその実行に必

要なスキルと行動を身につけられるように支

援する」という点を掲げたが、決定者だけでな

く起案や助言をつかさどる現場や中間管理職
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に特に重要なポイントといえるだろう。

　日本企業のトップマネジメントとの議論で

は、各社の起案の質・量について問題が指摘

されることが少なくない。リスクをとらない、

トップの考え方、判断基準、あるいは会社の戦

略そのものが必ずしも共有されておらず、ピン

トのずれた案と情報が上がってくる―。一方

で、こうした声に対しては、起案を期待されて

いるマネージャー層にも言い分があろう。す

なわち、上司がリスクをとらない、トップの意

思決定が遅い、通常業務以外に起案をしても

評価にはつながらない、等々。これらの解決の

ためには、マネージャー層への教育・コミュニ

ケーションとともに、彼らが起案をすることを

後押しする仕組みや支援が必要であろう。

　また、助言についても、日本の大企業では

トップに否決をさせないための配慮が稟議の

途中段階で働き、「もっとよく揉んで来い」という

言い方で不明瞭な棄却がなされることが多い。

また拒否権保持者が中間に多く、助言の採用

如何について起案者側に自由度がないため、

すべてのフィードバックを反映させざるを得

ず、意思決定の迅速さと起案意欲を減じさせ

る。助言者への適切な教育と、助言のルール

づくり、起案者が助言者の「バリア」を突破で

きる体制などが必要であろう。

　例えば前掲の大手食品会社の在庫コント

ロールの事例では、起案責任のある特命担当

役員に肝となる権限（仕入れ、在庫放出につ

いての拒否権、決定権）が与えられ、トップの

明確な後ろ盾があったことで、同役員が在庫

調整のためのアクションについて積極的に起

案することができた。また、先に挙げたインテ

ルの組織改革の事例では、起案の活性化のた

めに、起案のみを担当する専門ポジションを

一部に新設したという。

　企業の価値が究極的には意思決定の価値

の総和であるとすると、そうした意思決定の質

と量を向上するために、こうした起案力・助言

力の強化の取り組みが求められる企業は多

いのではないだろうか。

まず何から着手すべきか

　以上、ベインのクライアント企業トップマネ

ジメントとの議論やプロジェクト経験、業界研

究などを踏まえ、日本企業の意思決定有効性

向上のための課題と対応、その事例を論じて

きたが、こうした課題の深刻さ、課題対処の戦

略的優先度は、当然各社によって異なる。した

がって、最初の一歩としては、こうしたコンセ

プトに則った現状診断を行い、自社の意思決

定有効性を理解することが重要であろう。簡

易な採点方式のアプローチについては前項

でも紹介されたが、ここでは、日本企業の多く

が意思決定有効性に課題があるという認識

のもと、もう少し個別の課題に踏み込んだ現

状診断のアプローチをご紹介したい。

①8つの鍵に沿った現状診断

　まずは、本項で取り上げた有効な意思決定

のための8つの鍵に沿って、自社の実態を確

認してみることが有効であろう。具体的には、

図表11に挙げるような現象・兆候がみられな

いか、振り返ってみることがわかりやすい。

　また、こうした意思決定を主軸とした組織の

現状診断においては、組織のリーダーシップ、

プロセス、文化などの各要素についても、従

来的な組織についての見方とは異なる視点

が求められる（図表12）。一見すると微妙な違

いにみえるものもあるが、効果的かつ迅速な

意思決定と実行を一貫した目的として据える

ことで、より具体的で明確な基準から評価が

なされ、改善に向けた示唆が得られやすい。

②事件簿づくり（Decision X-ray）

　もう一つの現状診断の有効なアプローチ

は、ベインでDecision X-rayと呼ぶ、いわゆる

図表 11: 意思決定の有効性の低さを示す典型的な現象・兆候

意思決定の
支援ツールの整備
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戦略とリンクした
重要な意思決定事項

の明確化

意思決定の
能力・経験に基づく
人材の登用・配置

意思決定に
ついての役割と
責任の明確化

マインドセット
の適切さに基づく
人材の登用・配置

新しい見方

●  組織の括りの戦略との
不一致

●  過剰な組織階層
●  過剰な間接部門

●  CFOの役割が不明確・
欠如

●  マネジメントダッシュ
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●  過度に一律な基準適応
●  不透明な運用ルール
●  関係者への配慮

●  「業界経験」、 
「執行能力」、 「人望」、
等に基づく人選

●  「当社のやり方」 「社是」
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●  成熟市場の発想

●  「組閣」的な人事
●  役割ではなく、範囲や
権限の委譲

●  「窓口」の バイアス
●  僻み・嫉みの文化
●  トップに否決を させない配慮

●  評論家的拒否権保持者の
多さ

●  決定者と起案者の連携不足

●  先例主義
●  網羅主義

●  そもそも戦略が不明確

図表 12: 意思決定を主軸とした組織診断の見方

我が社は、明確で力強いミッション、ビジョン、価値観を持っているか？

我が社の経営陣は一致団結しているか？

組織図には、どんな「ハコ」があればよいか？誰が誰に報告すればよい
のか？

我が社の業務プロセスは、効率的かつ有効に機能しているか？

情報システムは、業務プロセスをサポートするために必要な技術を
最大限に活用しているか？

我が社はスター人材の獲得競争で勝ち残れているか？

我が社の報酬は競合に比べて魅力的か？

我が社は、優れた業績をあげることに資するような企業文化を持って
いるか？

我が社の全従業員は、優先すべき意思決定や施策、そうした優先順位
の戦略的背景を明確に理解しているか？

我が社の各階層の幹部は、効果的な意思決定とその実行についての
リーダーシップを恒常的に発揮しているか？

最も重要な意思決定に対して、それぞれの「箱」、個人の具体的な役割・
権限と説明責任は明確に規定されているか？

我が社の業務プロセスは、有効でタイムリーな意思決定と実行を支援
するように設計・運営されているか？

重要な意思決定についての権限と責任を持つ人々は、欲しいときに欲
しい形で必要な情報を得ることができるか？

我が社は、最高の人材を、彼らが重要な意思決定過程において存分に
能力を発揮できるポジションに配置しているか？

我が社の評価基準は、意思決定を適切かつ迅速に下せる人材を評価
できているか、また我々のインセンティブはこれらの評価基準に整合し
ているか？

我が社の企業文化は、組織全体において迅速で効果的な意思決定と
その実行を行うことに資するようなものか？

これまでの見方

意思決定を
促進する
ツール

意思決定者の
あり方

意思決定
対象の定義

意思決定
材料の質と量


